川越市青少年を育てる市民会議事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、川越市青少年を育てる市民会議（以下「市民会議」という。）が、青少年健全育成市民ぐるみ運動を推進するため、青少年を育てる地区会議（以下「地区会議」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。
（補助対象事業）
第２条　補助の対象となる事業は、市民会議規約第４条に定める活動のための事業とする。
（補助の対象となる経費）
第３条　補助の対象となる経費は、地区会議の基礎的な運営経費（以下「基礎経費」という。）と前条に掲げる事業を実施するための経費（以下「事業経費」という。）とする。
２　前項に規定する基礎経費の対象となる費用は別表１のとおりとし、事業経費の対象となる費用は別表２のとおりとする。
（補助額）
第４条　前条第１項に規定する基礎経費に対する補助額は、基本額及び青少年人口割額の合計とする。
２　前項に規定する基本額及び青少年人口割額は、予算の状況、青少年人口の推移等により、毎年度、正副会長会議で協議のうえ、募集時に暫定額を内示する。
３　前条第１項に規定する事業経費に対する補助額は事業費割額とする。
４　前項に規定する事業費割額は、対象となる費用の１／２以内とし、一つの事業の対象となる費用の総額が２０万円未満の場合は５万円を、２０万円以上の場合は１０万円を超えない範囲とする。ただし、重点目標に関する事業については、この限りでない。
５　前項までの規定にかかわらず、市民会議が、同一の年度内に一つの地区会議に対し交付することができる補助額の合計は５０万円を超えない範囲とする。
（申請）
第５条　地区会議が、この補助金の交付を受けようとするときは、川越市青少年を育てる市民会議事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市民会議会長に提出しなければならない。
⑴　年間計画書（全体）（様式第２号）
⑵　事業計画書（様式第３号）
⑶　収支予算書（様式第４号）
２　前項の申請書の提出期限は、毎年度、正副会長会議で決定し募集時に通知する。
３　申請は、地区会議会長が行うこととする。
（交付の決定）
第６条　補助金の交付は理事会において決定する。
２　市民会議会長は、前項の規定により交付が決定したときは、申請した地区会議に対し、川越市青少年を育てる市民会議事業補助金交付決定通知書兼振込通知書（様式第５号）により速やかに通知するものとする。
（実績報告）
第７条　第３条第１項に規定する補助金の交付を受けた者は、会計年度終了後、速やかに川越市青少年を育てる市民会議事業補助金実績報告書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市民会議会長に提出しなければならない。
⑴　年間報告書（全体）（様式第７号）
⑵　収支決算書（様式第８号）
⑶　事業報告書（様式第９号）
⑷　総会資料の写し
（補助額の確定）
第８条　市民会議会長は、前条の報告を受けたときは、その内容を審査し補助額を確定する。
２　市民会議会長は、前項の規定により補助額を確定したときは、申請した地区会議に対し、川越市青少年を育てる市民会議事業補助金額確定通知書（様式第１０号）により速やかに通知するものとする。
（精算）
第９条　前条により確定した補助額が既に交付した補助額に満たなかったときは、市民会議会長は当該地区会議に対して戻入通知書（様式第１１号）により残金の戻入を請求するものとする。
２　当該地区会議は、前項の戻入通知書が送付された場合は、書面に記載された期日までに残金を戻入しなければならない。
（追加の募集）
第１０条　市民会議会長は予算の執行状況を勘案し、第３条第１項中の事業経費の補助について、新たに提出期限を設け、追加の募集を行うことができる。この場合の手続き等については、前条までの規定を準用する。ただし、第６条第１項の規定については、理事会を正副会長会議と読み替え、次の理事会において報告するものとする。
（会計年度）
第１１条　この補助事業の会計年度は、当該年度の４月１日から翌年３月３１日までとする。
附　則
この要綱は、平成２５年２月５日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２７年１１月５日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。
２　改正後の第１１条の規定は、平成２９年度以降の会計年度から適用する。
３　会計期間の変更に伴う経過措置として、平成２８年度における会計年度は、６月１日から翌年３月３１日までとする。
附　則
１　この要綱は、令和２年３月１日から施行する。
２　この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式第７号から第１２号までによる用紙で、現に残存するものは、なお使用することができる。
附　則
１　この要綱は、令和４年３月１日から施行する。
別　表　１（基礎経費の内容）（第３条関係）
	費　　　目
	説　　　　　　　　　　明

	１　会議費
	資料作成のためのコピー代、会場使用料（機材使用料等を含む）、会議の際の飲み物代（お茶等）、茶菓子代

	２　消耗品費
	紙代、事務用品代

	３　通信費
	切手代、電話料

	４　負担金
助成金
	関係団体との協力連携を図るために必要な負担金
※少年補導員会の会費等、個人負担となるものは対象外

	５　交際費
	地域の記念行事や祭礼等に会長等が会を代表して参加する際の必要最低限の祝い金等

	６　その他
	基礎経費として、特に会長が認める経費


別　表２（事業経費の内容）（第３条関係）
	費　　　目
	説　　　　　　　　　　明

	１　報償費
	研修講師への謝礼　等

	２　旅費
	交通費

	３　印刷製本費
	資料作成費　等

	４　使用料
賃借料
	会場、バス等の借り上げ料　等

	５　消耗品費
	対象事業を実施するために必要な消耗品費
※　食材費（料理体験・野外炊飯等）、おやつ代（遠足・社会見学等）も消耗品とする。

	６　食糧費
	対象事業を実施するために必要な食糧費
飲物代、弁当代
飲物代は、お茶、スポーツ飲料など（アルコールは対象外）
弁当代は、一人一食につき、８００円及び消費税等までの金額を限度とする。（飲み物代を含む）

	７　その他
	事業経費として、特に会長が認める経費


